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２７品目分別

混ぜればゴミ、分ければ資源
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焼却施設がない

↓

埋立処分場の残余年数の逼迫

↓

埋立処分場の延命化

大崎リサイクルシステムのはじまり
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１ 焼却炉の建設

⇒建設費・維持費の問題

２ 新たな埋立処分場の建設

⇒周辺住民の理解が得にくい

３ 既存の埋立処分場の延命化

⇒分別ルールの策定・住民への説明
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３つの選択肢
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企 業

（リサイクルセンター）

（収集業者）

企 業

（リサイクルセンター）

（収集業者）

住 民

（大崎町衛生自治会）

住 民

（大崎町衛生自治会）

行 政

（大崎町）

行 政

（大崎町）

協働・連携

そして信頼

説明・指導

許可・委託

回収

大崎リサイクルシステム



大崎リサイクルシステムのメリット

（埋立ゴミ量の削減） （1人当たりのゴミ処理経費の削減）

（資源ごみ売却益金の発生） （雇用の増加）
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生ごみ, 32.2%

草木剪定くず+割り箸, 29.7%

プラスチック, 5.5%

空き瓶, 2.5%

新聞・チラシ, 2.5%

雑誌・雑古紙, 2.2%

ダンボール, 1.8%

古布, 1.2%

その他紙製容器, 1.0%

ペットボトル, 0.7%

空き缶, 0.7%

小型家電, 0.7%

雑金属, 0.6%

陶器類, 0.5%

紙箱・包装紙, 0.4%

廃油, 0.3%

牛乳パック, 0.1%

シュレッダー, 0.1%

スプレー缶等, 0.1%

電池, 0.1%

蛍光灯, 0.1%

コピー用紙, 0.0%

埋め立て処分量（一般・粗

大）, 17.0%

大崎町の品目別の組成割合

品目 組成割合 重量（ｋｇ）
生ごみ 32.2% 1,266,780
草木剪定くず+割り箸 29.7% 1,166,964
プラスチック 5.5% 215,981
空き瓶(生き瓶・茶瓶・透明瓶・その他瓶） 2.5% 99,564
新聞・チラシ 2.5% 98,076
雑誌・雑古紙 2.2% 86,854
ダンボール 1.8% 71,785
古布 1.2% 45,713
その他紙製容器 1.0% 39,279
ペットボトル 0.7% 26,843
空き缶（アルミ・スチール） 0.7% 28,989
小型家電 0.7% 26,963
雑金属 0.6% 23,610
陶器類 0.5% 18,604
紙箱・包装紙 0.4% 15,329
廃油 0.3% 11,569
牛乳パック 0.1% 4,587
シュレッダー 0.1% 5,613
スプレー缶等 0.1% 5,212
電池 0.1% 3,927
蛍光灯 0.1% 2,187
コピー用紙 0.0% 1,322
埋立処分量（一般・粗大） 17.0% 669,591

合計 100.0% 3,935,342 7

町内全ての生ごみ・草木をコンポスト！



大崎町からインドネシアへ
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リサイクルの町から、世界の未来をつくる町へサーキュラービレッジ構想

2024年までを第一期としておよそ10億円をかけて、資源循環型のモデル都市（サーキュラービレッジ）整備事業を実施
その予算として企業版ふるさと納税を活用
企業には大崎町で実施する実証実験に、積極的に人材派遣を要請し、企業と地域が一体となって社会課題解決に向けて挑戦

大崎の掲げる構想

9

DRAWDOWN×大崎町プロジェクト
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大崎からのお願い

●脱炭素を進めるためには、人々の行動変容がもっとも重要であります。

焼却に頼らずごみを分別し資源化するといった、ソーシャルインパクトの大きな取り組みをしている自治体

に対して、財政面でのインセンティブを与えることで他の自治体の行動変容を促す仕組みは講じられないで

しょうか。

国からの支援は主にハード面への支援が多く、焼却炉等の施設であれば大きな補助額となっています。

施設を作ることは計画、設計、施工という手続きを踏めば設置することはできるが、住民の行動変容を起こ

す部分は、丁寧な説明により住民の意識を変え、時間をかけて周知・徹底していかなければならず、大崎町で

は、この間どこからも財政的支援がないまま進め、継続してきました。

脱炭素の波を加速化させるためにソフト面での財政支援をインセンティブとし二酸化炭素排出抑制の取り組

みや二酸化炭素吸収増進の取り組みをした自治体に財政的な支援をお願いします。

またその取り組みを他の自治体や世界の地域にスケールすることへの支援も併せてお願いします。

焼却前提のごみ処理
分別・リサイクル

焼却に頼らない廃棄物処理システム

住民の行動変容



持続可能な世界標準のまち

大崎に向けて
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★地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業

★地域の多様な課題に応える脱炭素型地域づくりモデル形成事業

★リサイクル率日本一の大崎町と、その核である「そおリサイクルセンター」 が連携した地域循環の取り組み事例

脱炭素へ向けた取り組み

【これまでの取り組み】

【これからの夢】

・役場庁舎及び大崎町内の全小中学校の照明設備をLED化及び高効率の空調設備の導入

・地域の未利用リソース及びＦＩＴ切れ電力を活用する地域総合環境エネルギーサービス事業体設置による炭素循環事業の事業化可能性調査・メタン発酵によるバイオガスの抽出と液肥の農地利用

・大崎町の温泉施設にバイオマスボイラーを設置し、それにより創出したクレジットを活用し、そおリサイクルセンターの事業活動（社員の通勤を含む）に伴い発生するCO2を全量オフセット

地域の社会課題でもある畜産糞尿対策

メタン発酵等によるバイオガスの生成

バイオガスから水素等のエネルギー抽出
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大崎町からインドネシアへ

インドネシア国デポック市における住民参加型一般廃棄物処理技術開発普及事業 草の根技術協力事業（地域提案型）平成２４年度～２６年度

バリ州デンパサール市における資源循環型まちづくり技術支援事業 草の根技術協力事業（地域活性化特別枠）平成２７年度～２８年度）

インドネシア国住民参加型の多品目分別、減量による非焼却型一般廃棄物処理システム普及、実証事業 普及・実証・ビジネス化事業（中小企業支援型）ジャカルタ州

インドネシア国デポック市の要請を受け、JICA事業を活用し埋立処分場の延命化（減量化）を目的に国際協力を実施しました。人口200万人のデポック市では、生ごみの堆肥化技術の習得により良質の完熟堆肥ができています。インドネシア国特有の「ごみ銀行」というシステムを推進しプラスチック等の有価物の分別も進んでいます。

デポック市同様にインドネシア国バリ州（人口400万人）からも要請があり、バリ州の「クリーン・グリーン政策」を支援するため、ごみの減量化と完熟堆肥を活用した有機農業の推進に取組みました。事業終了後バリ州から継続支援の要請があり、今後も支援する予定でJICA事業の採択を受けております。

インドネシア国の首都ジャカルタ特別州は人口1000万人を超える大都市であるが、経済発展と人口増加に伴い埋立処分場の残余年数が逼迫しており、州知事の要請を受けJICA事業を活用し、そおリサイクルセンターと同じ機能を持つジャカルタリサイクルセンターを稼働させるために支援しています。

（大崎システムによる国際協力）
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人 口 12,744人 世帯数 6,703世帯

(令和3年3月1日現在）

面 積 100.67㎢ 農業が主幹産業

ふるさと納税日本一（平成２７年度 町村部）

大崎町の概要
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清掃センター

埋立開始

有機物（生ごみ・草木）埋立全面禁止

資源ごみ（缶・ビン・ＰＥＴ）

３品目分別開始

清掃センターへの埋立処分量（ｔ）大崎町 + 志布志市

計 画 期 間
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・ システム（法律）の整備 ・ 分別品目を決める
・ 収集したゴミの出口（最終処分先）確保 ・ 地域リーダーを決めて指導
・ ゴミ出し日、時間、場所、収集ルートの決定 ・ 環境学習会の開催

行政の役割

分別を開始する時、大崎町は１５０の地域で約450回の説明を行いました。

今でも年１回、１５０の地域リーダーへの研修会を行っています。
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住民の役割
まず家庭・事業所で

きれいに分別する

分別したゴミを出す
ステーションで種類ごとに出す
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行政の委託によるゴミの回収

企業の役割ゴミの検査
検査後は商品として出荷する
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インドネシアの埋立処分場
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事業開始の頃の市民向け現地モデル地区説明会の様子。大崎町からの派遣員が説明を行っている。必ずデポック市職員の同席を求め、最終的には自らが普及指導員として活動するよう指導。

デポック市廃棄物担当職員への研修会

指導前の堆肥化施設。廃棄物が混載状態で搬入されていた。
指導後の堆肥化施設。分別収集が開始され衛生的にも改善されている。

インドネシア国デポック市における住民参加型一般廃棄物処理技術開発普及事業
草の根技術協力事業（地域提案型） 平成２４年度～２６年度

広報おおさき 記事
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バリ州デンパサール市における資源循環型まちづくり技術支援事業
草の根技術協力事業（地域活性化特別枠） 平成２７年度～２８年度）

南日本新聞

平成28年9月9日掲載
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インドネシア国住民参加型の多品目分別、減量による非焼却型一般廃棄物処理システム普及、実証事業
普及・実証・ビジネス化事業（中小企業支援型）

ジャカルタ特別州での事業実施に向けた州知事との会議について地元メディアの報道記事
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プロジェクト概要
東川大崎モデル（仮）を達成する持続可能なスキームを構築。その財源を確保するためにふるさと納税（ガバメントクラウドファンディング）を活用。インパクトあるコンセプトを設定し、寄附を募る（共通ファンド）。今後展開を考慮し事業設定。

①プロジェクト短期
留学生募集

②東川町日本語学校
語学留学

③大崎町リサイクル
技術指導

④語学力が高く専門的なリサ
イクル技術を有する留学生が
アジア各地でゴミ問題に対処

※東川日本語学校卒業生については、大崎町のそおリサイクルセンター及び海外リサイクルセンターでの採用（語学力の高い人材に限る） 26



大崎町リサイクルをSDGsの視点から再定義

SDGｓとは：SDGs（エスディージーズ：Sustainable Development Goals-持続可能な開発目標）とは、世界が抱える問題を解決し、持続可能な社会をつくるために世界各国が合意した17の目標と169のターゲットです。2015年9月、SDGsの前身であるMDGs（ミレニアム開発目標）を継承し、国連で採択されました。貧困問題をはじめ、気候変動や生物多様性、エネルギーなど、持続可能な社会をつくるために世界が一致して取り組むべきビジョンや課題が網羅されています。SDGsのポイント：•先進国も、途上国も。すべての国や地域の人たちが取り組むための目標です。先進国の人たちの暮らしが、世界の貧困や環境の問題にも大きな影響を与えています。すべての国の政府に、SDGs達成に向けた政策をつくり、それを国家計画に反映していくことが求められています。
•「誰も置き去りにしない（Leave no one left behind）」マイノリティや社会的弱者、子どもからお年寄りまで、すべての人たちが大切にされる、包摂的（インクルーシブ）な社会をめざします。
•それぞれの問題は、相互に関連しています。異常気象が一次産業に大きな影響を与え、食料不足を引き起こす。貧しさのために十分な教育を受けることができず、貧困の輪から抜け出せない……。SDGsに掲げられたそれぞれの問題は、互いに深く関連しています。
•つながりあって、アクションを問題の解決のためには、政府ばかりではなく、企業や NGO・NPO、農業者や女性など、いろいろな背景を持った人たちがつながりあって、それぞれの良さをいかしながら、クリエイティブに取り組むことが大切です。2030年、世界はどのようになっているでしょう。SDGsが掲げたビジョンが実現するか否かは、私たち一人ひとりの思いとアクションにかかっているのです。 27


